
ることのないよう、実効性ある対応策を講じること。 

(７) 議会の招集権については、議会の代表者である議長に付与する

こと。 

(８) 各地方公共団体の幅広い住民サービスの方針である予算の決定

に当たっては、地方議会が当該団体の意思決定を行う場であるこ

とを踏まえ、予算修正権の制約を見直すこと。 

(９) 議会の監視機能を強化するため、政令で定められている議決を

要する契約の種類・金額、財産の取得・処分に係る面積・金額の

基準について、各地方公共団体が条例で定めることができるよう

にすること。 

(10) 地方議会の意見書については、地方の問題解決に対する切実な

思いが込められていることから、国会及び政府において積極的に

活用し、その活用結果を公表すること。 

また、各省庁は地方議会からの意見書のオンライン提出が可能

となるよう、受理体制を整備すること。 

４ 地方分権改革の推進について 

地方が、自主性と自立性を十分発揮し、地域の実情に沿って多様化・

複雑化する課題に取り組むためには、更なる地方分権改革の推進が必要

である。 

このため、国と地方が一層協調し、事務・権限の移譲や義務付け・枠

付けの見直し等に取り組む必要がある。 

よって、次の措置を講ぜられたい。 
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(１) 地方行財政や地方公共団体の運営等に大きな影響を及ぼす政策 

の実施に当たっては、地方の意見を的確に反映できるよう、時間 

的余裕を確保の上、事前の情報提供や提案を行い、国と地方の協 

議の場において、分科会の活用を含め十分協議すること。 

(２) 事務・権限の移譲や義務付け・枠付けについては、地方分権改

革に関する「提案募集方式」など、地方の提案の実現に向けた積

極的な検討、採用を行うことにより、更なる見直しを行い、その

際には一般財源ベースでの適切な財源移転を一体的に行うととも

に、人員等の課題については、地方の自主性、主体性を最大限尊

重の上、対応すること。 

(３) 地方公共団体に対する新規の計画策定の抑制等を定めた「効率

的・効果的な計画行政に向けたナビゲーション・ガイド」を踏ま

え、地方に係る制度の検討に当たっては、新たな計画策定を求め

ないことを原則とすること。 

また、既に法令で計画の策定が義務付けられているものについ

ても、廃止に向けた検討を進めること。 

 

 

５ デジタル社会の実現に向けた取組の推進について 

 

デジタル社会の実現は、我が国の国際競争力の強化及び国民の利便性

の向上に資するとともに、急速な少子高齢化の進行や東京圏一極集中の

是正など我が国が直面する課題を解決する上で極めて重要である。 

このため、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づき、「デジ

タルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことが
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